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要旨
　本研究は、墨田区における高齢者の住生活改善要求の概要を把握するために、墨田区の全ての町会・自
治会167件を対象としてアンケート調査を実施した。アンケートは、郵送にて配布、回収。調査期間は
2009年７〜８月。配布167件、回収90件、回収率は53.9％であった。
　調査の結果、以下の５点が明らかとなった。第１は、高齢者の当面する問題として挙げられたものは、
介護問題、健康・医療問題、さらに経済問題や地域の人間関係であり、住宅問題はそれより下位である。
第２は、防災問題と高齢者施設の不足が、地域の問題としても、地域居住継続要求としても、上位に挙げ
られた。第３に、墨田区が力を入れている墨田区の「耐震改修促進事業」や「家具転倒防止助成」は、「町
会等」役員の意識にかなり浸透しており、普及活動が行われていた。第４に、高齢化率の高い北部と南部
地域の違いに全般的に有意な差はなかったが、北部では震災被害に対する不安が高く、南部との有位差が
見られた。第５に、町会では役員の高齢化や役員のなり手不足などの問題を抱え、高齢者にかかわる活動
や支援は、高齢化率の高い北部の方が南部よりも相対的に低かった。
　以上の結果から、高齢者の住生活改善については、第１に、介護、医療、年金等の問題解決を差し迫っ
たものとして解決すると共に、これらの要求と住宅との関連性を解き明かさなければ、住宅問題の解決に
も繋がらないこと、第２に、地域における居住継続のために、主要には防災対策と、高齢者施設が必要で
あること、第３に、諸問題については墨田区全地域で同様の傾向が見られるが、特に北部で震災への不安
感が強く、地域の高齢化に対処しながらの改善策が必要である。
キーワード：高齢者（aged persons）、密集市街地（heavily crowded urban area）、耐震改修（seismic 
retrofitting）、町会・自治会（neighborhood association）、墨田区（Tokyo Sumida City）
１．はじめに
１−１．背景
　筆者らは、これまで高齢者が可能な限り既存住宅で居住継続を行うための居住環境改善に関する研究と
して、千葉県市川市において介護保険制度の住宅改修に係わる研究*１を実施してきた１〜４）。ここでは住宅
*１本研究では介護保険制度の住宅の改善を「改修」とし、既存住宅の従前価値を大きく変えるものを「改善」とする。
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改修にかかわる各主体の課題を明らかにし、要介護者、介護者及び専門家、業者も含めて体験的に改善を
確認できる地域の住宅改修モデルルームの重要性を指摘している。
　同時に、一連の研究の中で、介護保険の範囲での住宅改修の実施は相当量行われるようになったが、要
介護者と介護者の生活の質を考慮した住宅改善が展開されず、また高齢者が抱える要求の中で住生活善要
求が顕在化しないことも明らかになってきた。このことから、高齢者が持つ諸要求と住生活改善要求の構
造を明らかにし、住生活改善に結びつくために、どの様な支援方策が必要であるかを明らかにすることが
新たな課題となってきた。本論文では、住宅のバリアフリー化、耐震対策、老朽化対策、衛生対策、住居
費負担の適正化、居住権の安定にかかわる要求を住生活改善要求としている。
　そこで本研究では、多様な住生活改善を必要とする住宅が多い、木造密集市街地が点在し、行政独自の
耐震改修策や*２、高齢者を支援するNPOが複数存在する東京都墨田区を対象として、高齢者の住生活改善
要求の構造を明らかにすることとした。
　本研究に至る前に、平成20年（2008年）７月に高齢者の住環境と住生活改善要求に関するプレ調査を
実施している。墨田区全域で行われた東京土建墨田支部*３の住宅デーに合わせて来場した高齢者161人を
対象にしてアンケートを実施したものである。この結果、アンケートに回答した高齢者は墨田区での居住
年数が長く、住宅も老朽化した戸建て住宅に居住している割合が多く、震災に対する危機感、高齢者介護
施設の不足といった居住実態が明らかになった５）。
　これらを踏まえ、本研究は高齢者の住生活改善要求構造を明らかにする本調査の予備的研究として、墨
田区における高齢者の実態と要求の概要を把握するために、全地域をカバーしている町会・自治会を対象
に調査を実施した。本稿で対象とした「町会・自治会」は、一般的には「世帯単位制、地域占拠制、全世
帯加入制、包括的機能、行政の末端機構」６）であり、地域により、町会、自治会、町内会、区会、振興会、
親交会等の名称が自由に使用されている。墨田区では一般住宅地は「町会」、集合住宅では「自治会」となっ
ており、本稿では「町会・自治会」を併せ、以下「町会等」とする*４。
１−２．先行研究
　本研究に関連した高齢者の地域居住継続の研究としては、室崎により本研究の対象とは異なる既成市街
地の長期経過団地において、地区ネットワークと共助コミュニティに関する研究が実施されている９〜10）。
また井上らにより、高齢者の地域居住とまちづくり活動の関連性や住民主導の福祉サービスなどの相互扶
助に関する一連の研究が行われており、高齢期の地域生活は健康時の地域活動参加度合いにより左右され
ることや、住民主導のまちづくり活動を通して福祉サービスを互助的に展開するノンフォーマルな地域ケ
アシステムでは、高齢者に対して情緒的サポートを提供しやすいが、家事支援・介護などの機能的サポー
トの量的提供には限界があり、高齢者の居住継続のためには、医療福祉機関との連携の重要性が示されて
いる11〜14）。
　対象地域の墨田区の高齢者の居住実態については、1990年代前半に松本による一連の研究が行われ、
生活・就業基盤が地区内にあることから地域居住歴が長く、遠隔地への住み替え意識が低いことが報告さ
*２墨田区では地震への対応として木造住宅無料耐震相談、民間建築物耐震診断助成、木造住宅の耐震改修計画作成費・耐震改修工事費用助成（簡
易改修・耐震改修）、共同住宅耐震診断特別助成等の支援制度を作成している。
*３東京土建（東京土建一般労働組合）は、建設業の個人加盟による労働組合で、東京都各区市に支部がおかれている。
*４町内会の定義は、高木によると「その名称のいかんを問わず、実際に①一定地区を単位とし、②その地区に所在する世帯を構成員とし、③公共
行政の補完ないしは下請をはじめとして、その地区内の共同事業を包括的に行う自治組織」７）とし、岩崎は「種々の住縁を取り結び、多様な
業を展開するアソシエーションとして、すなわち「住縁アソシエーション」として町内会をとらえる」８）と定義している。
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れ15〜16）、真野らの研究では、墨田区では地区内での住み替えが多い事が明らかとなっている17）。
　こうした様々な研究の蓄積があるにもかかわらず、現実には全国の密集市街地の改善は遅々として進ま
ない状況にあり、改めて高齢者の居住実態と要求を明らかにし、新たな支援方策と結び付け密集市街地の
改善に寄与する研究が必要な段階にきていると考えられる。
　なお、今回対象とした「町会等」については、社会学分野で岩崎、玉野において組織形成や役割の歴史
的変遷を対象とした研究が取り組まれてきた18〜19）。また都市計画分野では村松らにより伝統的地縁組織
から町会への変遷に関する研究や20）、岡西らにより自治会・町内会における災害対策などに関する調査研
究が行われており21）、分析の参考にした。
１−３．研究の目的
　本研究は、東京都墨田区における高齢者の生活の基盤である住宅に対する改善要求が、その他の要求の
中で、どのような位置にあるかを明らかにするための予備的研究であり、本調査の仮説設定を行うことを
目的としている。そこで、墨田区における高齢者の住生活改善要求の概要を把握するために、墨田区内の
「町会等」が、地域の高齢者の実態を把握していると推測される組織であると考え、「町会等」を通して、
高齢者実態の把握を試みた。墨田区は古くから地縁関係を形成してきた地域であり、また今日、区の基本
計画においても区民と区の協働を掲げ、地域コミュニティの活用を推進しており、高齢者に関する支援活
動を含めた地域の問題解決に対し「町会等」の存在を重視している。
２．調査の対象と研究方法
２−１．調査対象地域の概要
１）　東京都墨田区の概要
　本研究で対象とする墨田区は、東京都の東部に位置し、東京都23区中17番目の広さである22）。河川に
囲まれた好適な立地条件や労働事情から紡績、精密機器、玩具、ゴム・革製品などの工業を中心に発展し、
現在では基盤整備の進んだ南部は商業・業務の中心に、北部は基盤が未整備なまま住商工が複合した密集
市街地となっている。人口は平成21年（2009年）７月１日現在237,297人で、高齢化率は東京都の高齢
化率19.5%を上回る21.2％*５。高齢者人口は年々増加し、高齢化が着実に進んでいる。また高齢者の単身
世帯、夫婦のみ世帯が増加しており、平成17年度（2005年）の国勢調査では単身世帯と夫婦のみ世帯を
あわせると高齢者がいる世帯の６割を占めている23）。
２）　北部・南部地域の概要
　北部地域は震災・戦災の難を逃れた地域が点在し、基盤整備が遅れたまま、市街化が急速に進められて
きた。そのため、幅員の狭い道路や老朽木造住宅、３階戸建て住宅等が密集する防災上危険な密集市街地
が形成されている。東京都が実施した平成20年（2008年）の第６回地域危険度測定調査では、建物倒壊
危険度、火災危険度、総合危険度が非常に高く、建物の総合危険度においては墨田３丁目が都内第１位に
なっており、10位圏内に北部３地域がランクインしている（表１）24）。また北部は高齢化率が24.8％と著
しく高く、３地区のいずれも地域住民の約４分の１が65歳以上の高齢者であり、南部と比べ非常に高く（表
２）、このため住宅の早急な改善が必要とされ、これまで様々な取り組みが実施されてきた。しかし、路
地や長屋が残る地域は、防災上の大きな様々な問題があるもの、ヒューマンスケールの下町風景や、良好
*５墨田区“墨田区人口集計表（町丁別・年齢階層別）７月分”より算出
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な人間関係をもった地域でもある。近年、押上・業平地域をまたいで新タワー「東京スカイツリー」の建
設が始まり、それに併せ周辺地域で大規模な再開発事業や超高層マンションの建設が進められ、地域の変
貌が進んでいる。
　南部地域は、関東大震災や第二次世界大戦時後の復興事業や高度経済成長期に基盤整備が進められ、現
在は商業・業務・娯楽施設が集積する東京東部地域の拠点となっている。中高層の建物を主体とした街並
みで、工場等から集合住宅への土地利用転換が進んでいる。地区内には一部で細街路や老朽化した建物も
見られるが、全体としては不燃化や耐震化が進められており、北部と比較して防災性の高い地域といえる。
一方、近年ではワンルームマンションの建設が多く見られ、町会等に入会しないマンション居住者と地域
住民との関わりが薄くなるなど、地域コミュニティへの影響が予想されている。
２−２．研究方法
　本研究では、墨田区の全ての町会・自治会167件を対象としてアンケート調査を実施し、回答は「町会
等」の会長またはそれに準ずる役員から得た。調査時期は平成21年（2009年）７〜８月。調査方法は、
墨田区町会・自治会連合会会長及び向島地区町会自治会総連合会会長と特徴的地域の自治会会長にインタ
ビューを行ったうえで調査票を設計し、郵送配布、回収を行った。
　調査項目は、「町会等」の概要、地域の魅力と問題、高齢者にかかわる活動・組織、地域の防災や介護
に関する問題、今後の活動や問題等の計16項目（表３）。配布167件、回収90件、回収率は53.9％であっ
た。地域ごとの回収状況は表４の通りである。
　墨田区は大きく北部地域と南部地域に分けられる。更に北部は①堤通・墨田・八広地区（墨田地区）、
②向島・京島・押上地区（京島地区）、③東墨田・立花・文花地区（立花地区）の３地区からなる。高齢
化率は24.8％で、戦後の基盤整備から取り残され、重点整備地域に指定された地域を含み、老朽木造住
表１　地震地域総合危険度ランキング
地域名 ランク 順位
・墨田区墨田３丁目 ５ １
・新宿区若葉３丁目 ５ ２
・荒川区町屋４丁目 ５ ３
・品川区双葉３丁目 ５ ４
・足立区千住柳町 ５ ５
・足立区千住４丁目 ５ ６
・墨田区京島３丁目 ５ ７
・足立区柳原２丁目 ５ ８
・荒川区荒川６丁目 ５ ９
・墨田区東向島１丁目 ５ 10
資料：東京都都市整備局『2008年第６回地震に関する地域危険
度測定調査』区市町別地域危険度一覧表より作成
表２　墨田区地域別高齢者数及び高齢化率
対象地域内訳 人数 高齢化率
北部地域 33,287人 24.8%
　・堤通・墨田・八広地区 14,059人 25.4%
　・向島・京島・押上地区 11,507人 23.9%
　・東墨田・立花・文花地区 7,721人 25.0%
南部地域 18,434人 17.9%
　・吾妻橋・本所・両国地区 7,607人 18.7%
　・業平・錦糸・江東橋地区 6,693人 19.0%
　・緑・立川・菊川地区 4,134人 15.4%
資料：墨田区『墨田区人口集計表（町丁別・年齢階層別）2009
年７月分』より作成
表３　アンケート調査項目
・地域の高齢者の状況の把握状況 ・地域の魅力
・町内等の設置時期 ・地域の問題
・町会等の加入世帯数 ・震災被害に対する不安
・町会等への加入率・ここ10年間の加入率の増減傾向 ・町会等の防災対策
・町会等の組織 ・高齢者が抱える生活に関する問題や不安
・町会等の高齢者を対象にした活動 ・高齢者の地域継続に必要な条件
・町会等の高齢者を対象にした活動の評価 ・町会等の今後力を入れる活動
・高齢者に関わる活動における他団体との連携 ・町会等の運営上の問題
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宅が密集し、耐震上の問題等、居住環境として多くの問題が集中する地域である。
　他方、南部地域は①吾妻橋・本所・両国地区（本所地区）、②業平・錦糸・江東橋地区（錦糸地区）、③
緑・立川・菊川地区（菊川地区）の３地区からなる。新たな分譲マンションの供給等により高齢化
率は17.9％と相対的に低く、震災・戦災後の都市基盤整備が実施され、全体に非木造の中層・高層住宅
が道路に面して建ち並ぶ地域である（図１）25〜26）。
　この様な地域特性を反映して高齢者の住生活要求も異なることを予想し、主要な分析は北部地域と南部
地域に分けて行い、特に必要な場合は、個別地区（町）に立ち入ってみることにしている。
３．結果
３−１．高齢者に関する状況の把握実態
　まず始めに「町会等」による地域内の高齢者に関する状況把握の実態をみる。高齢者の「詳細を把握し
ている町会等」と、「概ね把握している町会等」を合わせると７割になる。回収率は54％であるが、回収
した「町会等」は概ね地域の高齢者の情報を把握していると考えられ、「町会等」を通し高齢者の住生活
改善要求の把握を試みることは妥当であると思われる。但し、票数が少なかったためか、南北での有意差
は見られなかったが（ｐ＝0.238）、北部地域では高齢者の個々の情報を把握している「町会等」が25％
を占め、南部より詳しい情報を持つ「町会等」が多い傾向がみられた（図２）。
表４　アンケート調査票地域別配布回収状況
対象地域内訳 配布数 回収数 回収率
北部地域 101 45 44.6%
　・堤通・墨田・八広地区 37 21 56.8%
　・向島・京島・押上地区 35 17 48.6%
　・東墨田・立花・文花地区 29 ７ 24.1%
南部地域 66 45 68.1%
　・吾妻橋・本所・両国地区 19 19 100.0%
　・業平・錦糸・江東橋地区 32 20 62.5%
　・緑・立川・菊川地区 15 ６ 40.0%
計 167 90 53.9%
図１　墨田区の６地区分類図
図２　高齢者に関する状況の把握の実態 図３　「町会等」の設立年
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３−２．墨田区の「町会等」組織の概要
（１）「町会等」の設立時期
　「町会等」の設立時期をみると、約半数は第二次大戦が終結した昭和21年（1946年）以降に設立され
ている。最も古いものは、関東大震災が発生した大正12年（1923年）に、新しいものは平成に入り、再
開発によって建設されたマンションの自治会が３件みられた。南部では北部より古くからの「町会等」が
多く、８割弱が昭和29年（1954年）までに設立されていた（図３）。
（２）加入世帯数・加入率・加入率の増減傾向
　「町会等」の加入世帯数の規模は半数が400〜800世帯であった。一般住宅地の「町会等」の多くは
400世帯以上の規模で、都営住宅・区営住宅・ＵＲ賃貸住宅（以下公営住宅等とする）では、最小78世帯、
最大1,630世帯とばらつきはあるが約７割が400世帯以下の規模であった。一般住宅地で1,000世帯以上
の大規模な「町会等」は南部にやや多い傾向である（図４）。
　次に、「町会等」の状況を見る上で重要な加入率を見る。昨今、加入率の低下が指摘されており、区内
の平均加入率は約70%となっている27）。今回の調査では加入率が半数をきる「町会等」が12件みられ、
このうち戦前から昭和29年（1954年）までに設立されたやや古い町会が７件含まれている。公営住宅等は、
７割以上の自治会で全戸加入となっていたが、北部の再開発事業で建設された新しいＵＲ賃貸マンション
の自治会については、加入率３割以下と低い割合となっていた。
　ここ10年間の加入率の増減傾向は、北部では現状維持が多く、南部では増加傾向の「町会等」が多い（図
５）。区の調査では、加入率は全体に著しく低下しているとされていたが、本調査に回答した「町会等」
については減少していると回答は２割程度であった。未回答の「町会等」の中に減少傾向の「町会等」が
あるものと予想される。
３−３．「町会等」の高齢者に関わる組織・活動など
（１）高齢者に関わる組織と活動とその評価
　「町会等」の高齢者に関わる組織として、老人会等は９割で設置されている。
　「町会等」で実施している高齢者を対象とした活動や行事についてみると、①日常生活に関わる活動で
は「訪問活動」*６が４割で行われていたが、家事支援、配食サービス等の活動はごく少数の実施に留まる。
北部の半数では特に活動は実施されていなかった（図６）。②親睦活動についてみると、９割以上の「町
会等」が何らかの活動を行っている。「敬老の日」のお祝いを行う「町会等」が多く、次いで新年会、お
図４　加入世帯数 図５　10年間の加入率の増減傾向
*６ここでは民生委員による活動も含まれている可能性もある。
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祭り等住民との交流を図る親睦活動が実施されている。③文化活動は、特に実施していないとの回答は北
部でやや多い。最も普及している活動は、南北ともに「カラオケ」であった。④スポーツ活動では、「ラ
ジオ体操」が４割、南部では「踊り・ダンス」と「ゲートボール」の活動が北部より盛んに行われていた。
高齢化率の高い北部の方が南部と比較して活動は少ない傾向だが、評価については「あまり活発ではない」、
「活発でない」が全体の約２割で、南北の有意差はみられなかった（ｐ＝0.735）（図７）。「活発である」
と「まあまあ活発である」を含めると７割の「町会等」が一定の活動を行っていると評価している。
（２）高齢者に関わる活動における他団体との連携
　高齢者に関する活動で連携をしている団体として、７割以上が社会福祉協議会を挙げている。また、特
定非営利活動法人（NPO）と連携しているところが９件あったが、具体的活動内容は不明である。
３−４．「町会等」が所管するエリアの地域の魅力と問題
（１）地域の魅力
　「町会等」が所管するエリアの地域の魅力について、複数回答とその中で１番の魅力に関して回答を得
た。１番に挙げられた回答と複数回答ともに「交通の便がいい」が最も多い。北部の中では、半蔵門線、
東武線、京成線、都営線の結節点となる京島地区で、南部ではＪＲ線総武線と半蔵門線等が通る錦糸地区
の回答割合が特に高い。複数回答で半数以上の「町会等」が挙げた項目は、多い順に、「治安がよい」、「人
情にあつい」、「買い物が便利」、「道路が整備されている」、「病院が近い」、「知り合いが多い」であった。
北部と南部でみると、南部では基盤整備を反映し、道が整備され、まちがきれいな点が、北部では公園・
緑が豊かである点が相対的に多くみられた（図８、図９）。
図８　地域の一番の魅力 図９　地域の魅力（複数回答）
図６　高齢者の日常生活に関わる活動 図７　高齢者に関する活動の評価
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（２）地域の問題
　地域の問題について複数回答および１番の問題の回答をみる。第１番の問題は防災対策の不備、地震に
よる住宅被害、災害時に避難経路の確保が困難になるなどの「防災問題」で、特に老朽化した木造住宅が
密集する北部地域では大半の「町会等」で問題となっている。しかし複数回答になると、「商店街に活気
がない」が第１位になっており、京島地区の「町会等」の回答割合が高かった。他の主な問題としては「防
災問題」、「高齢者施設の不足」が挙げられた。「高齢者施設の不足」については、認知症対応型共同生活
介護などの供給量は徐々に増える予定となっているが、平成21年（2009年）７月末現在で、墨田区内に
は600人を超える特別養護老人ホームへの待機者がおり、ここ数年内でこの状況を改善するような施設
サービスの供給の大きな拡大は見込まれてはいない28）。北部は「商店街の活気の低下」と、高齢化率が高
く震災に脆弱な地域であることから「防災問題」が、併せて「高齢者施設の不足」が大きな問題となって
いる。南部は比較的震災に強い地域であるが、こちらでも「防災問題」が挙げられていた。南部の特徴と
しては「防犯問題」が多い傾向があり、人間関係が希薄になっていることや、繁華街が多いことなどが影
響しているのではないかと考えられる（図10、図11）。
３−５．地域の防災に関して
　プレ調査では、日常生活の問題として住宅は上位に出なかった。しかしながら、震災の不安や防災問題
が大きな問題として挙げられ、これらは住環境に関する問題といってもよい。そこで本調査では、防災活
動に関する「町会等」の意識と実態についてきいてみた。
（１）震災被害に対する不安
　防災については「３−４（２）地域の問題」において上位に挙げられたが、震災被害に対する不安感に
ついてみると、「やや不安」または「非常に不安」の回答が全体の約７割を占めている。震災被害に対す
る不安は、南北で有意差が見られ（ｐ＝0.042）、「非常に不安である」と回答した「町会等」は、北部地
域で３割、南部で１割であった（図12）。
（２）「町会等」の防災対策
　次に「町会等」の防災対策についてみる。通常の「防災訓練」は殆どの「町会等」で実施していたが、
高齢者や障がい者等の災害時に避難等が困難となる「災害時要援護者」に特化した取り組みの実施率は３
割であった。災害弱者への支援として、墨田区では災害時要援護者支援事業を平成12年（2000年）から
図10　地域の課題（複数回答） 図11　地域の課題（複数回答）
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開始し、｢災害弱者（災害時要援護者）サポート隊｣*７の結成を推進しており29）、今回の調査ではサポート
隊の結成率は約５割強となっていた。食料や防災用品に関する活動は、食料の備蓄が半数で、消火器や火
災警報器*８等の防災用品配布は６割の「町会等」が行っていた。
　個人住宅の耐震性を上げる活動である「墨田区の耐震改修促進事業や家具転倒防止助成の普及活動」に
ついては、全体の４割と比較的高く、北部では５割強、南部では３割強で行われていた（図13）。
３−６．高齢者の地域居住継続
（１）高齢者の抱える生活に関する問題・不安
　高齢者が生活する上で問題や不安となる要因について、複数回答とそのうち１番の問題となる項目を選
択してもらった。１番の問題は、プレ調査と同様、本調査でも、「介護」、「健康・病気」の２項目で約９
割を占める。複数回答の結果でも「介護」、「健康・病気」が占める割合は高く、この他に「経済問題」と
「近隣関係」が挙げられ、南北でみると北部で「経済問題」が若干高くなっている。「住宅」については、
地域の問題として、防災問題や高齢者施設の不足等、住宅に関連する項目が大きな問題として挙げられて
いたが、個人レベルでは、第１の問題・不安として挙げた「町会等」はなく、複数回答は北部で７件、南
部２件の回答のみで、他の項目と比較して優先順位がかなり低い（図14）。
図14　生活に関する問題・不安（複数回答） 図15　地域居住継続に必要な条件（複数回答）
図12　震災被害に対する不安 図13　防災対策の実施状況
*７墨田区では災害弱者（75歳以上の高齢者・障がい者・乳幼児・外国人等）の避難行動、避難所生活の円滑化を支援するため災害時用援護者総合
支援プランを作成し、住民防災組織として「災害弱者サポート隊」の結成を推進している。災害弱者サポート隊では、要援護者情報の把握、災
害時の要援護者救助・非難行動支援を行う。区からはマニュアルの配布や普通救命講習受講費用の負担等の支援、平成20年度からは支援資機材
の交付が行われている。
*８東京都で平成22年４月から既存住宅への設置が義務化され、区は高齢者・障がい者世帯に給付事業を行っている。
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（２）高齢者の地域居住継続のために地域に必要な条件
　次に高齢者が安心・安全に住み慣れた地域で暮らしていくために必要な条件をみると、１番に必要とさ
れていたものは「耐震対策」、次いで「介護施設」と、「３−４（２）地域の問題」と同じ項目が挙げられ
ている。複数回答では「耐震対策」、「地域住民の援助」、「防犯対策」、「介護施設」の順で半数以上の「町
会等」が必要な条件としている。北部と南部の特徴としては、北部は「道路のバリアフリー化」が、南部
では「地域住民の協力」が相対的に高くなっている（図15）。
３−７．今後の活動予定と運営上の問題
（１）今後の力を入れる活動
　今後の「町会等」で力を入れていこうと考える活動は、「防災活動」が最も高く、南北で９割以上を占
める。ここで示す「防災活動」とは、従来から実施してきた活動と個別の住宅改善の双方が漠然と含まれ
ると推察される。次いで半数以上の「町会等」が「高齢者・障がい者に関する活動」、「防犯対策」、「子育
て・子どもに関する活動」、「まちづくり活動」を挙げ、殆どの「町会等」が幅広い分野で活動を行く傾向
が見られた（図16）。北部と南部を比較すると、北部では「環境・エコに関する活動」に関心がみられ、
20の「町会等」が回答している。南部では若い世代が相対的に多く居住しているためか、「子育てや子ど
もに関連する活動」に力を入れようとする「町会等」が多い傾向がみられた。
（２）運営上の問題
　「町会等」の運営上の問題点についてみると、「役員の高齢化」が第１の問題となっている。これに加え、
「役員のなり手がいない」、「参加者の不足」、「住民情報が得にくい」の以上４点が上位に挙げられている。
南北で比較すると北部では特に、「役員の高齢化」、「役員のなり手がいない」、「参加者の不足」等が相対
的に多い傾向がみられる。南部では加入率の低下がやや指摘されている（図17）。
４．考察・結論
　本研究では、墨田区内の「町会等」を通して、高齢者の住生活要求の概要を把握することを目的として
調査を行った。そこから明かになったことは以下の５点である。
　第１は、プレ調査と同様に、高齢者の当面する問題として挙げられたものは、介護問題、健康・医療問
題、さらに経済問題や地域の人間関係であり、住宅問題はそれより下位である。
　第２は、防災問題と高齢者施設不足については、地域の問題としても、地域居住継続要求としても、上
位に挙げられ、これらは住宅問題の一形態であり、これらについての解決方策が必要である。
図16　今後の力を入れる活動（複数回答） 図17　運営上の問題（複数回答）
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　第３に、墨田区が力をいれている墨田区の「耐震改修促進事業」や「家具転倒防止助成」は、「町会等」
役員らの意識にかなり浸透しており普及活動が行われていた。今後は具体的な実施を図る必要がある。
　第４に、高齢化率の高い北部と南部地域の違いについては、全般に有意な差はなかったが、震災被害に
対する不安が北部で多く、南部との有意差が見られ、改善要望が高くなっている。
　第５に、当初は人口の高齢化率の高い北部の方が、高齢者に対する活動が南部よりも積極的に実施され
ていると思われたが、むしろ、町会では役員の高齢化や役員のなり手不足などの問題を抱え、高齢者にか
かわる活動や支援は、南地域よりも相対的に弱かった。
　以上の結果から、今後の研究課題としては、第１に、介護、医療、年金等の問題解決を差し迫ったもの
として解決すると共に、これらの要求と住宅との関連性を解き明かさなければ、住宅問題の解決にも繋が
らないこと、第２に、地域における居住継続のために、主要には防災対策と高齢者施設が求められている
こと、第３に、地域が抱える諸問題については墨田区全地域で同様の傾向が見られるが、特に北部で震災
への不安感が強く、墨田区の「耐震改修促進事業」や「家具転倒防止助成」を利用するなどして、地域の
高齢化に対処しながらの改善策が必要であることが挙げられる。これらの課題については、今後の本調査
で解明して行きたい。
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